
27．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項　　
　　これらには、「国債」、「地方債」、「短期社債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」

が含まれております。

28．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券　　　　　　　　　　
　　該当ありません。
29．当事業年度中に売却したその他有価証券

30．満期保有目的の金銭の信託

31．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融
資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな
い限り一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これ
らの契約に係る融資未実行残高は40,111百万円であります。このうち契約
残存期間が1年以内のものが8,580百万円あります。

　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響
を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債
権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受
けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け
られております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担
保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧
客の業況等を把握し必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ
ております。

32．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以
下のとおりであります。

　　　　　繰延税金資産
　　　　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　469百万円
　　　　　　貸出金償却否認額　　　　　　　　　　　355
　　　　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　149
　　　　　　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　 52
　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　237
　　　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　1,264
　　　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　△198
　　　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　1,066
        
　　　　　繰延税金負債
　　　　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　621
　　　　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　621
　　　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　  445百万円

33．（会計方針の変更）
　　企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」（以下、「退職給付会計基

準」という。）及び企業会計基準適用指針第25号「退職給付に関する会計基準
の適用指針」（以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第
35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当
事業年度より適用しております。退職給付見込額の期間帰属方法は期間定額
基準を継続使用し、割引率の決定方法はデュレーションアプローチへ変更し
ております。

　　　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定め
る経過的な取扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び
勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。
この結果、当事業年度の期首に退職給付引当金が230百万円増加し、利益剰
余金が166百万円減少しております。

　　　なお、当金庫は確定給付企業年金保険契約に基づき、一般勘定のみで運用
しており、会計方針の変更に起因する割引率の変更はなかったことから、当事
業年度の経常利益及び税引前当期純利益への影響はありません。

34．「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年3
月31日に公布され、平成26年4月1日以後に開始する事業年度から復興特別
法人税が廃止されることとなりました。これに伴い、平成27年4月1日に開始
する事業年度に解消が見込まれる一時差異等にかかる繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の27.61％から27.66％
となります。この税率変更により、繰延税金資産は1百万円増加し、法人税等
調整額は1百万円減少しております。

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．子会社との取引による収益総額　　90,192千円
  　子会社との取引による費用総額　 108,773千円
３．出資１口当り当期純利益金額　　　　　　257円67銭

（単位：千円）

損益計算書注記

（単位：百万円）満期保有目的の債券

貸借対照表
計　上　額 時　価種　類 差　額

時 価 が 貸
借 対 照 表
計上 額 を
超えるもの

時 価 が 貸
借 対 照 表
計上 額 を
超 え な い
も の 　 　

国債
地方債
社債
その他
小　計

国債
地方債
社債
その他
小　計

4,203
8,269
8,021
2,320
22,814

‐
597
228
578
1,404
24,218

129
139
177
16
463
‐
△2
△1
△21
△25
437

4,073
8,130
7,843
2,303
22,350

‐
599
229
600
1,429
23,780合　計

（単位：百万円）その他有価証券
貸借対照表
計　上　額 取得原価種　類 差　額

貸 借 対 照
表計上額が
取 得 原 価
を 超 える
もの　

貸 借 対 照
表計上額が
取 得 原 価
を 超 え な
いもの

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計

1,016
95,773
5,176
20,535
70,061
6,869

103,660
56

9,938
‐

805
9,132
822

10,817
114,477

317
1,107
174
212
720
825
2,249
△3
△24
‐
0

△23
△18
△46
2,202

1,333
96,881
5,351
20,747
70,781
7,694

105,909
53

9,914
‐

805
9,108
803

10,770
116,679合　計

（単位：百万円）

売却額
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
合　計

-
16
-
‐
16
0
17

111
-
-
-
-
64
176

236
102
-
-

102
92
431

売却益の合計額 売却損の合計額

（単位：百万円）

満期保有目的の
金銭の信託 -

うち時価が貸借
対照表計上額を
超えないもの

うち時価が貸借
対照表計上額を
超 え る も の

貸借対照
表計上額 時価 差額

----

■業務粗利益

■資金運用収支の内訳

■受取利息及び支払利息の増減

■総資金利鞘 ■総資産利益率

資 金 運 用 勘 定
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定
う ち 預 金 積 金
う ち 借 用 金

354,592
142,464
82,593
125,756
344,842
342,000
2,910

357,754
141,148
77,867
135,329
347,807
344,850
2,748

4,898,403
3,564,091
209,823
1,078,198
209,213
189,057
19,250

4,646,016
3,407,717
162,226
1,034,427
164,849
146,854
16,953

1.38
2.50
0.25
0.85
0.06
0.05
0.66

1.29
2.41
0.20
0.76
0.04
0.04
0.61

平均残高（百万円）
平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度

利息（千円） 利回り（％）

※１．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成25年度161百万円、平成26年度168百万円）を控除して表示しております。
　２．資金調達勘定は、金銭の信託運用見合利息（平成25年度169千円）を控除しております。
　３．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

受 取 利 息
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券

支 払 利 息
う ち 預 金 積 金
う ち 借 用 金

42,776
△36,053
3,187
34,438
2,485
1,995
△1,094

△404,631
△157,030
△38,184
△169,165
△77,130
△74,332
△1,192

△361,855
△193,083
△34,997
△134,727
△74,645
△72,337
△2,286

39,975
△31,931
△10,588
111,966
1,179
1,835
△973

△292,362
△124,443
△37,009
△155,737
△45,712
△44,038
△1,324

△252,387
△156,374
△47,597
△43,771
△44,533
△42,203
△2,297

平成25年度 平成26年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

※１．残高および利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分する方法により算出しております。
　２．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

平成25年度 平成26年度
資金運用利回
資金調達原価率
総 資 金 利 鞘

1.38％
1.13％
0.25％

1.29％
1.09％
0.20％ ※総資産経常(当期純）利益率 ＝経常(当期純）利益÷総資産(債務保証見返除く)

　平均残高

平成25年度 平成26年度
総資産経常利益率
総資産当期純利益率

0.26％
0.16％

0.23％
0.13％

資 金 運 用 収 支
資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 支
役 務 取 引 等 収 益
役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 の 業 務 収 支
その他の業務収益
その他の業務費用

業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率

4,689,190
4,898,403
209,213
150,682
460,283
309,601
68,476
127,791
59,315

4,908,348
1.38％

4,481,166
4,646,016
164,849
140,048
472,240
332,191
27,294
118,709
91,414

4,648,509
1.29％

平成25年度 平成26年度

※1. 資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（平成25年度169千円）を控除して表示しております。
　2. 業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定平均残高×100
　3. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

（千円） （千円）

(単位：百万円)(単位：百万円) ■常勤職員１人当たりの預金・貸出金残高■１店舗当たりの預金・貸出金残高

14,257
5,996

14,540
5,945

平成25年度 平成26年度
預 金
貸 出 金

1,065
448

1,125
460

平成25年度 平成26年度
預 金
貸 出 金

経営指標等
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